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母子支援における
保助連携

令和4年度診療報酬改定要望書
3団体で厚労省に提出

　７月 14 日、日本看護協会は日本
訪問看護財団および全国訪問看護事
業協会の 3団体で、令和 4年度診療
報酬改定に関する要望書を厚生労働
省保険局の濵谷浩樹局長宛に提出し
た＝写真。
　３団体は、訪問看護推進連携会議
として①訪問看護ステーションと医
療機関等の連携強化②訪問看護ス
テーションによる在宅療養継続支援
の強化③ ICT を活用した訪問看護
の業務効率化の推進、の 3点を重点
要望として求めた。
　本格的な少子高齢社会・多死社会
の到来を前に、田母神裕美常任理事

　青森県は、6つの保健医療圏に分かれている。
同県は「妊産婦情報共有システム」や「母子保
健ネットワーク会議」を活用し、県内の妊産婦
や乳幼児のリスク管理を行い、先駆的な母子支
援体制を構築している。

母子保健ネットワーク会議

　2000 年頃から、県内の産後うつ予防や乳児
死亡率の改善などを目的として「母子保健ネッ
トワーク会議」を、青森県内の保健医療圏域で
県保健所の主催により開催した。圏域内の市町
村、医療機関の保健師、助産師、看護師を含め
た医療職、児童相談所などの関係者が参集し、
地域の母子保健・周産期医療の意見集約、課題
解決に取り組んでいる。各圏域の「母子保健ネッ
トワーク会議」での検討結果は、青森県の周産
期医療協議会に反映されている。協議会の小委
員会には保健師が、協議会には助産師が参画し
て意見を述べている。
　会議継続の秘訣について、青森県看護協会助
産師職能委員長の橋爪直美さんは、「システム
化されていること、そして何より必要性がある
からこそ」と話す。市町村、保健所、医療機関、

青森県が一体となり、現場の情報共有から政策
の検討まで一貫した流れになっていることが、
仕組みの定着に寄与している。

妊産婦情報共有システム

　高い乳児死亡率の改善を図るため 1992 年に
青森県が「青森県母子保健活動マニュアル」の
策定を契機として、妊娠期から産褥期までの妊
産婦を対象とした妊産婦情報共有システムの運
用を開始した。
　同システムでは、いくつかの連絡票を用いて、
医療機関と市町村、保健所が情報を共有する。
全妊産婦が対象の「妊婦連絡票」は、初診時に
医療機関で基本情報が記載され、妊婦が妊娠届
と併せて市町村に提出し、保健所にも共有され
る。市町村の保健師や妊産婦訪問指導員（助産
師）はこれを基に面談や家庭訪問を行い、保健
所は管内の傾向把握に活かすなど、一貫した支
援を行う。これらの過程で医療的、社会的にリ
スクが高いと判断されると「要連絡・指導妊産
婦連絡票」が記載される。
　連絡票に基づく支援は、市町村の保健師が中
心になり、助産師や産科・小児科医、児童相談
所、精神科医療機関など、地域の専門職、関係
機関が連携して行う。
　東地方保健所の工藤希さん（保健師）は「的
確な時期に全ての妊産婦を支援できる点がメ
リット」と話す。青森県こどもみらい課の工藤
梓さん（保健師）は「課題は飛び込み分娩への
対応」と語るが、その場合でも医療機関の受診
があった時点で支援対象となるのは同システム

が整備されているからこそだ。
　「青森県のお産を守りたいという思いで、関
係機関と連携して取り組んでいる」と橋爪助
産師職能委員長。その取り組みの成果は、1992
年に 4.7 だった乳児死亡率が 2020 年には 2.6 に
低減するという形で表れている。青森県看護協
会の大鰐恭子専務理事（保健師）は、「地域に
おける母子保健活動では、助産師の役割は大き
いと感じる。各職能や多機関がそれぞれの役割
を十分に発揮できる仕組みを、協会として支援
していきたい」と述べる。自身も助産師である
青森県看護協会の柾谷京子会長も「価値観が多
様化する中で困難事例も増えており、対応でき
る看護職をいかに育てていくのかがこれからの
テーマ。地域で産み、育てるために、地域で支
援する。そこに看護職が関わっていきたい」と
語る。青森県の母子支援に今後も期待が掛かる。

らが、国民の安全・安心な在宅療養
環境の確保に向け、訪問看護サービ
スの機能拡充と基盤強化の必要性な
どを訴えた。
　要望書の全文は、本会HP「お知
らせ」＞「要望書・意見書」参照。

第2回アジア太平洋地域会議
「危機に立つ医療」に登壇

　６月 21 日、赤十字国際委員会が
主催する第 2回アジア太平洋地域会
議「危機に立つ医療」がオンライン
で行われた。「暴力の軽減・影響の
抑止・対処に係るステークホルダー
の経験」をテーマとするセッション
に、森内みね子常任理事が登壇した
＝写真。
　日本看護協会が 2019 年に実施し
た「病院看護実態調査」および「看
護職員実態調査」の結果より、病院
における暴力・ハラスメントの実態
や本会の取り組みを紹介し、これら

最
終
回

の実態と医療の質との関係などにつ
いての質問に応じた。
　同セッションでは、保健医療従事
者のメンタルサポート支援や、コ
ミュニケーション能力強化の取り組
みなどが紹介され、参加者それぞれ
の経験や知見を共有する場となっ
た。

杉浦地域医療振興賞・助成
地域医療への取り組みを表彰
　７月８日、公益財団法人杉浦記念
財団は、第 10 回杉浦地域医療振興
賞と杉浦地域医療振興助成の授与式
を開催した＝写真。

　同賞は、人々が住み慣れた地域で
安心して暮らし続けることを支援す
る団体・個人を表彰するもので、今
回は松戸市医師会健康啓発委員会、
国立長寿医療研究センターもの忘れ
センター認知症心理社会的支援プロ
ジェクトチームのほか、一般社団法
人南区医師会 南区医師会訪問看護

ステーションの管理者、高砂裕子さ
んが訪問看護を基盤とした地域共生
社会への支援により受賞した。
　助成では、多職種協働の下で、地
域医療連携の新しいモデルの実現に
向けて取り組む研究や活動を募集。
選考の結果、2021 年度は 7 件の研
究分野と 9件の活動分野が助成対象
となった。

院内助産・助産師外来の促進へ
調査事業の報告書を発行

　日本看護協会は、2020 年度厚生
労働省看護職員確保対策特別事業と
して「母子のための地域包括ケアシ
ステム推進に向けた院内助産・助産
師外来の促進に関する調査事業」報
告書を発行した。
　本会は、妊娠期から子育て期にお
ける切れ目のない支援に向け、助産
師が専門性を発揮し、産科医師との
連携の下で安全で質の高いケアを提
供できる体制として、院内助産・助
産師外来を推進してきた。本報告書
では、都道府県における周産期の動
向や院内助産・助産師外来の実態を
ヒアリングにより把握し、これらの
設置にあたって必要な支援や体制、
課題を明らかにしている。
　報告書の全文は、本会HP「日本
看護協会とは」＞「発行物」参照。
どうぞご活用ください。
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